
スズキ株式会社
代表取締役社長 鈴木 俊宏

2018年 3月 27日

企業価値向上経営の取組み

「企業価値向上表彰シンポジウム２０１８」
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社是
・1962年に制定
・スズキは「価値ある製品を」をモットーとして、
全従業員が価値の創造者となるべく、日々努力
を続けています

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動



ﾍﾟｰｼﾞ3

スズキの概要

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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1909年 鈴木式織機製作所創業
1920年 鈴木式織機株式会社設立
1952年 二輪車進出
1954年 鈴木自動車工業㈱に社名変更
1955年 四輪車進出
1965年 船外機進出
1968年 初の二輪海外生産（タイスズキ）
1975年 初の四輪海外生産（パキスタン）
1979年 アルト発売
1981年 ＧＭと業務提携
1983年 インドマルチ社で四輪車生産開始
1990年 スズキ株式会社に社名変更
1993年 ワゴンＲ発売
2004年 世界戦略車スイフト発売
2013年 四輪車世界累計販売５,０００万台達成
2015年 新体制と新中期経営計画「SUZUKI NEXT100」を発表

1909年創業当時の鈴木式織機製作所

創業の地
浜松市中島町

スズキの歴史



ﾍﾟｰｼﾞ5企業理念「お客様第一」

創業者（鈴木道雄）の言葉

常にお客様の側に立って発想する。
お客様が欲しがっているものなら、
どんなことをしてでも応えろ。
頑張ればできるもんだ。

社是（１９６２年制定）

一、消費者の立場になって価値ある製品を作ろう

二、協力一致清新な会社を建設しよう

三、自己の向上につとめ常に意欲的に前進しよう
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日本（二四輪・船外機）

インドネシア
（二四輪）

インド
（二四輪）

パキスタン
（二四輪）

ハンガリー（四輪）

中国（二四輪）

タイ（二四輪･船外機）

世界19カ国、27社の生産拠点

アジアを中心に世界１９ヵ国で生産

米国（ＡＴＶ）

ブラジル
（二四輪）

コロンビア
（二輪）

エジプト
（四輪）

ベトナム（二四輪）、
フィリピン（二輪）他

主な生産拠点
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１６年度連結売上高 ３兆１,６９５億円

� 海外売上が７割弱
� 四輪車が売上高の９割超

連結売上高の内訳

国内売上
1兆375億円

（33%）
海外売上

2兆1,320億円
（67%）

特機等
676億円

（2%)

四輪
2兆8,956億円

（91%）

二輪
2,063億円
（7%）

＜国内・海外別売上内訳＞ ＜事業別売上内訳＞



ﾍﾟｰｼﾞ8

25,210 
20,393 

15,165 16,708 15,254 15,374 
18,056 19,209 21,328 21,320 

25,200 

9,814 

9,655 

9,526 
9,374 

9,868 10,409 

11,327 10,946 
10,479 10,375 

10,800 

35,024

30,048

24,691
26,082 25,122 25,783 

29,383 30,155 
31,807 31,695 

36,000 

07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

国内売上
海外売上

海
外
売
上

国
内
売
上

（億円）

日本は１兆円キープ、海外は２．５兆円台へ拡大

１０年振りの過去最高更新を目指す

公表値

連結売上高の推移
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60年以上 連続黒字 堅実経営
リーマンショック時も黒字を維持

(100)
0

100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200
1,300
1,400
1,500
1,600
1,700
1,800

注．1950年度から1976年度までは単独当期純利益、1977年度以降は連結当期純利益

（億円）

1979年 アルト発売

1950年度から黒字継続 2017年度予想

1993年 ワゴンR発売
2002年 マルチ､インドネシア子会社化

2004年 スイフト発売

2008年 リーマンショック

連結当期純利益の推移

予想1,800億円
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588 596 672 728 756 630 639 645 

244 223 197 205 195 
207 245 270 33 32 

1,133 1,006 1,051 1,054 1,171 1,305 
1,445 

2,010 
492 

543 540 542 
550 536 

425 153 160 204 181 
196 183 164 

177 
2,643 2,560 

2,664 2,709 
2,867 2,861 2,918 

3,102 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

千台

公 表

各地域で販売拡大

四輪世界販売の推移

その他

アジア
(含ｲﾝﾄﾞ)

欧州

日本

北米

その他

アジア
(除ｲﾝﾄﾞ)

インド

欧州

日本
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新中期経営計画進捗

・新ジャンルの小型クロスオーバーワゴン
「クロスビー」を2017年12月25日より日本で発売

・使いやすく広い室内空間を持つワゴンと
ＳＵＶの楽しさを融合

・両モデルに予防安全技術
「スズキ セーフティ サポート」を採用

・「セーフティ・サポートカー」の
「サポカーＳワイド」に該当

XBEE

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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四 輪 ・軽、Ａ、Ｂ、Ｃセグメントで、日本、インドを中心に攻略

二 輪 ・選択と集中により赤字体質から脱却

船外機 ・世界一の４ストローク船外機ブランドの構築

事
業
戦
略

社是の原点に戻って、お客様の立場になって、
「ものづくりを強化」し、 「チームスズキ」で
次の１００年に向けた 経営基盤づくりを行う

基
本
方
針

業績目標 ３兆７,０００億円、営業利益率７％

株主還元 ＲＯＥ１０％、配当性向１５％以上（成長投資を優先）

投資目標 研究開発費２千億円、５年累計設備投資１兆円

販売目標 四輪車３４０万台、二輪車２００万台

目
標
値

１
９
年
度

２０１５年６月３０日、新体制と同時に発表

新中期経営計画の概要
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盤石な経営基盤

独創的な商品

品質最優先

チームスズキ ものづくりの強化

グローバル化 お客様の

立場になって

・社是の精神に則り
全てをお客様の立場
で考え行動する

・お客様第一
・提案型チャレンジ経営
・知恵を出し行動する人財の育成
・社員の士気向上の為の環境整備

企業風土改革・人財育成

技術、生産、購買
・利益源泉の多角化
・企業価値の向上
・危機管理の強化

・新マネジメント体制
の確立

・グローバル経営
の強化

・お客様の期待を
超える価値づくり

・走る喜び、使う楽しみ、
持つ幸せを提供

・お客様の安全、安心が最優先
・お客様の声に速やかに対応
・信頼されるブランドづくり

・「走りと燃費」「安全・安心」
・生産技術の進化
・世界最適生産体制の構築
・最適調達と内製化の推進

新中期経営計画の概要
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31,807 31,695 

36,000 
37,000 

2,861 2,918 
3,102 

3,400 

1,501 1,367 1,515 
2,000 

15年度 16年度 17年度予想 19年度目標

連結売上高

四輪販売台数

二輪販売台数

6.1%

8.4% 8.3%

7.0%

販売台数（千台）

売
上
高

四
輪
販
売

二
輪
販
売

営業利益率（％）

連結売上高（億円）

� 売上高 １７年度予想で３兆６千億円の見通し（進捗率９７％）
� 営業利益率 １６年度実績８．４％、１７年度見通し８．３％
� 販売台数 四輪は３４０万台に向かって順調 … インドが牽引

二輪は２００万台達成は厳しい状況 … 赤字脱却を優先

新中期経営計画進捗
「売上高・利益率・販売台数」

≪目標≫
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1,945 
1,715 

1,988 
2,200 

2,000 

1,259 1,310 1,315 
1,500 

2,000 

45.6%

35.4% 35.9%

6.9%
9.6%

15.4%

10.0%

15.3末 16.3末 17.3末 18.3末予想 20.3末

設備投資額(億円) 研究開発費(億円)

自己資本比率 ＲＯＥ
≪目標≫

累計設備投資
1兆円（5年）

平均

ＲＯＥ

� ＲＯＥ 15.4％（17.3末） ＞ 目標10％
� 設備投資 1,988億円（16年度） ＝ 2,000億円/年
� 研究開発費 1,315億円（16年度） ＜ 2,000億円（19年度）
� 自己資本比率 35.9％（17.3末）

ＲＯＥ、設備投資、研究開発費、自己資本比率の推移

研 究
開発費

早期の改善

新中期経営計画進捗
「ＲＯＥ、設備投資、研究開発費、自己資本比率」
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� 配当性向 １６年度１５．２％※ ＞ 目標１５％

・新中期経営計画では成長投資を優先し配当性向目標を１５％以上と設定

※１５年度、１６年度は自己資本比率改善も考慮し、

投資有価証券売却益を除く当期純利益を基礎に決定
� 当期予想は第２四半期決算発表時に１６円増配（中間＋８円、期末＋８円）

5円 6円 7円 8円 10円 10円 15円 17円
30円

7円 7円 8円 10円
14円 17円

17円
27円

30円

09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

期末
中間

44円

32円
27円24円

18円
15円13円12円

７期連続増配

前々期実績 前期実績 当期予想

一株当り年間配当金 32円 44円 60円

配当性向 13.6％ 12.1％ 14.7％

投資有価証券売却益
を除く配当性向

（17.3％） （15.2％） （ － ）
60円

予想

新中期経営計画進捗
「株主還元」配当性向
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コーポレートガバナンス

・軽乗用車「スペーシア」を全面改良
・2017年12月14日より日本で発売開始
・安全装備を充実
・家族や仲間と楽しく使える軽ハイトワゴン

Spacia

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動



ﾍﾟｰｼﾞ18コーポレートガバナンス
企業統治・企業倫理年表

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

任期

監督・執行

社外取締役
（社外/全）

支援体制等

定員 15名以内

企業理念

行動指針

理
念 2003年 スズキ行動憲章・スズキ従業員行動憲章

スズキグループ
行動指針

1962年「社是」制定

中期経営計画

2002年以降 取締役任期1年

2006年 執行役員制度導入

1989年以降 30名以内

2012年以降 社外取締役を導入 2名/9名 2名/8名

コーポレートガバナンス部・
監査役会事務局

委員会
人事・報酬等諮問委員会

コーポレートガバナンス委員会

鈴木俊宏

新中期経営計画 SUZUKI NEXT100
（2015～19年度）

中期経営目標
（2010～14年度）

鈴木修
2008～2015年 会長・社長兼務

会長

社長

コーポレートガバナンス・コード施行
コーポレート

ガバナンス制度

取
締
役

～11年度
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� 16年4月、新たに「スズキグループ行動指針」を策定
� 冊子を役員、従業員に配布するとともに、朝礼等での唱和、社内報での

定期配信、Ｅラーニング等により周知徹底

� 16年9月、
社会的要請を踏まえ、
お取引様ＣＳＲ
ガイドラインを制定

役員、従業員への周知

お取引先様ＣＳＲ
ガイドライン制定

安全・品質
人権・労働
環境
法令遵守
情報開示

コーポレートガバナンス
企業倫理
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� 16年5月、四輪車の排ガス燃費試験業務について、

不正な取扱い
� 二度と起こさないよう徹底的な再発防止策を実施
� 1年後の17年5月、風化させないよう

「Remember5.18」を実施

スズキグループ
行動指針

スズキグループ・
リスクマネジメント・
ホットライン

「Remember5.18」の様子

コンプライアンス強化ポスター

報連相の徹底ポスター

コーポレートガバナンス
燃費不正問題の再発防止
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ものづくりの強化

・小型乗用車「スイフト」を全面改良
・スズキブランドを牽引するグローバル
コンパクトカー

SWIFT

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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� 15年3月から4月にかけて、１案件で190万台を

超える大規模リコール実施

（お客様の立場になっていなかったことが原因）
� 新中期経営計画では、お客様の立場になって、

「品質最優先」で取組む
� 品質管理体制を抜本的に見直し

・お客様品質保証本部※の設置

※現お客様品質・サービス本部

・品質保証部を、技術、製造の各現場に移管、

責任体制を明確化

ものづくりの強化
品質最優先

イグニッションスイッチ不具合

15.3発表 125,755台

15.4発表 1,778,778台

計 1,904,533台

開発…コスト・日程 優先

製造…生産効率 優先
品質最優先
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四輪車

二輪車

船外機

� スイフトが３世代連続ＲＪＣカーオブザイヤー受賞
� 15年次ハスラー､16年次アルトでも同賞を受賞
� 2018ワールドアーバンカーにおいて昨年のイグニス

に続きスイフトがＴＯＰ３選出
� 南アフリカでは17年、18年の２年連続

でブランド・オブ・ザ・イヤー獲得

� フラッグシップ船外機 DF350A 発売
� ４サイクル船外機としてはメーカー最多

となる８回目のアメリカマリン工業会
技術革新賞を受賞

� 17年はGSX-Rシリーズ、
V-Stromシリーズなど11機種を投入

� 引続き18年にはSV650X、GSX-R125など
新型車を投入

ものづくりの強化
独創的な商品の投入

DF350A 4機掛け例（350×4=1,400馬力）
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� 従来の「地産地消」生産体制の欠点
・生産拠点分散化による生産コスト増
・型治具、生産設備の重複

「地産地消」生産体制を一部見直し

� 地産地消
・インドでのアセアン向け生産を、

一部アセアンに切替
� 車種毎に生産拠点を集約

・アセアン内での生産分担
・欧州でのスイフト生産を日本生産に切替え

「世界最適生産・世界最適調達」

� インドでのアセアン向け生産 ⇒ アセアン生産
・インド国内向け増産へ振向け
・アセアン工場の稼働率改善

� スイフトの欧州生産 ⇒ 日本生産
・日本の相良工場の稼働率改善
・単一プラットフォーム生産によるハンガリー工場の効率改善

効果

日本、欧州、アジア
の増益へ

ものづくりの強化
世界最適生産
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27 24 22 31 25 21 26 

25 34 34 

49 
49 54 54 

52 58 56 

80 
75 75 80 

0

50

100

� 16年度2Qでの「イグニス」輸出開始、

4Qでの「スイフト」輸出開始により、輸出向け生産が急拡大

� 小型車を生産している相良工場は16年6月より２交替勤務化し、

17年1月以降、フル操業を継続

１７年１月以降、小型車生産が急拡大

（千台）

16年度 17年度
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

ものづくりの強化
日本での実例と効果

相良工場交替勤務化

スイフト輸出開始
輸　出
登録車

イグニス輸出開始

クロスビー生産開始

日本の小型車（登録車・輸出）生産 四半期毎推移
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ものづくりの強化

インドでの生産体制強化
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既存 ＋第１ ＋第２

150

200
175

グジャラート第３工場
〃 ２工場
〃 １工場

（17.2） （19初）

インド四輪生産能力（２勤定時、万台）

マネサール工場

グルガオン工場

75

� グジャラート第１工場稼働（17年2月）
� ２０１９年初めの稼働を目指し、第２工場の建設を開始
� 更に第３工場も計画 ⇒ 計７５万台

� 東芝、デンソーとの合弁
� グジャラート工場隣接のサプライヤーパークに建設
� インドでハイブリッド車の普及を進めることで、

インドの環境問題に貢献

グジャラート工場立上げ

インドでリチウムイオン電池を生産
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ＲＯＥの向上

・力強いダイナミックなエクステリア
・２トーンルーフなど豊富な車体色
・インド市場ニーズを重視し開発

Compact SUV VITARA BREZZA (India)

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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①売上高純利益率 ②総資産回転率 ③財務レバレッジ ＲＯＥ

純利益 売上高 総資産 純利益
売上高 総資産 自己資本 自己資本

× × ＝

� ＲＯＥ向上は本業（①収益性×②資産効率）の改善で実施

� 両指標を定期的にチェック

＜収益性＞

・商品計画会議でモデル別損益を全役員、本部長でチェック

・月次報告会で事業別地域別業績を全役員、本部長でチェック

＜資産効率＞

・棚卸商品については製品毎に基準月数を設定

・月次報告会でグループ各社の在庫月数を全役員、本部長がチェック

ＲＯＥの向上
限られた資本をいかに効率よく使うか

自己資本比率改善が必要な為、

ＲＯＥ向上にはマイナスに働く
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� 目的…持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
� 基準…以下に資する場合、取引先等の株式を保有

政策保有株式に係る議決権行使

最近の政策保有株式の処分

株式保有方針

処分日 処分株数 保有割合 備考 処分日 処分株数 保有割合 備考

ＶＷ株 2015.9.26 4,397千株 1.49%
売却益
367億円

2015.9.17 111,610千株 19.89%
全数当社が
自己株式取得

富士重株 2016.8.8 13,690千株 1.75%
売却益
468億円

2016.8.10 5,780千株 1.18% 全数市場売却

注．保有割合は処分日現在の発行済株式総数に対する割合

当社保有の先方株式 先方保有の当社株式

事業機会の創出 業務提携

安定的な取引・協力関係の構築、維持、強化等

� 投資先企業の経営方針を尊重した上で、
中長期的な企業価値の向上の観点から判断し、行使

ＲＯＥの向上
「資本効率」政策保有株式の保有
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社内への浸透

・スズキＳＵＶの伝統を継承
・あらゆる面で進化させたコンパクトＳＵＶ
・先進的な安全技術、優れた燃費性能

VITARA（日本名エスクード)

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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年度大会

年度大会にて幹部に対し社長から講話係長クラスの研修会

� スズキグループ幹部全員を招集
� 経営トップより経営方針を示達
� ４月と１０月の年２回実施

� 係長クラスを招集し、研修会を開催
� 経営トップ自ら考えを語ることで、若手の経営に対する関心を醸成
� 質疑応答の機会を設け、日頃接点の少ない経営トップに直接自分の意見を

述べる機会を作る
� 本部ごとに年１回実施

社内への浸透
経営トップからの直接方針示達
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社内イントラネットの活用他

コミュニケーションルームの活用

� 役員（含む社外取締役）と

管理職、係長、若手社員等との

コミュニケーションを促進
� 昨年５月開設以来、本年２月までに

５１回、延べ８４７人が利用

� 会社方針、部門毎の数値目標等を

社内イントラネットに掲載
� スズキニュースでも年度大会特集

号を組み全社員に情報を発信
� また、食堂に設置されたモニター

も活用し情報を全社で共有

社内への浸透
経営方針のグループ各部門への展開
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投資家との対話

・駆動用モーター（MGU※1）とオートギヤシフト
（AGS※2）を組み合わせたスズキ独自のパラレ
ル方式ハイブリッドシステム

・変速時にMGUの駆動力で補うことでスムーズな
加速を実現
※1 Motor Generator Unit
※2 MTベースにクラッチおよびシフト操作を

自動で行う電動油圧式アクチュエーター
を採用したトランスミッション

新開発ハイブリッドシステム

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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� 当社のＩＲ体制
経営企画室 経営管理・ＩＲ部 － 東京ＩＲ課

� 実施内容
ＩＲミーティング（年400件以上）、コンファレンス参加（17年度6回）
ＩＲイベント（インド事業説明会、新商品発表会、新商品試乗会等）
ＩＲホームページの充実等

� アナリストによるディスクロージャー評価も着実に向上

56.9 57.9
64.5 67.7 68.1 68.2 71.5

15位
14位

10位 10位 11位

7位 6位

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

証券アナリストによるディスクロージャー優良企業選定の推移
（自動車・同部品・タイヤ部門）

順位

評価点
(100点満点)

投資家との対話
ＩＲ活動の強化
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� ＥＳＧ（環境、社会、カバナンス）に積極的に取組んできたが、

一部の投資家からＥＳＧ取組に関するＰＲ不足を指摘された
� 投資家との対話を通じ、ＣＳＲ・環境レポートの改善に取組む
� 最新のＣＳＲ・環境レポート２０１７では、

・国際的な報告書ガイドライン（ＧＲＩ）を参考に情報を整理

・Ｗｅｂでは全ての内容をＨＴＭＬ形式で閲覧できるよう改善

・各情報へのアクセスを容易にするＥＳＧインデックスも整備

投資家との対話
ＣＳＲ・環境レポートの改訂
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441 441 441 441 441 441 

50 
0 9 15 20 24 

70 

4,116.3円 5,351円 6,000円 7,000円 8,232.6円

（百万株）

交付株数
上限株価※2

転換制限
条項株価※2

自
己
株
式
取
得

� インドなど成長投資の為にＣＢによる２千億円の資金調達を実施（16.4）
� 投資家との対話を通じ、徹底した希薄化抑制スキームを採用

希
薄
化
抑
制
ス
キ
ー
ム
の
転
換
株
数

自己株式

自
己
株
式
除
く
発
行
済
株
式
総
数

（通常スキームの場合の転換株数は48百万株）

・交付株数上限型 （世界初※1）…転換価額の２倍で株式交付を打止め

・自動行使型取得条項（日本初※1）…自動的に値上り益分のみを株式交付

投資家との対話
希薄化を抑制したＣＢ発行

(15.9)

消却(16.3)

転換価額※2

ＣＢ発行時
の株式状況

※1 主幹事証券調べ ※2 現時点で転換価額は4,116.3円ですが、今後、調整等により変更となる可能性があります。
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社会貢献活動

・スズキでは、従業員のマナーアップ及び環境
美化意識向上を目的として２００４年９月に
「浜松市道路・河川里親制度」に登録し、本
社周辺の地下道及び公道の清掃ボランティア
活動を開始。

・月１回のペースで継続実施し、現在(18年2月
末現在)、161回を数えている。

スズキマナーアップ活動第１５０回記念 (17年3月）

（本日の説明内容）

１.スズキの概要

２.新中期経営計画進捗

３.企業価値向上の取組み

(1) コーポレートカバナンス

(2) ものづくりの強化

(3) ＲＯＥの向上

(4) 社内への浸透

(5) 投資家との対話

（6）社会貢献活動
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社会貢献活動

国内での取組み
浜名湖エコキッズ体験塾 スズキアスリートクラブによる

児童への陸上教室開催

森林保全活動 スズキ教育文化財団による
高校生･大学生への奨学援助

スズキ財団による研究活動へ
の助成

南米系学校への支援

地元大学での寄附講座の開講スズキマナーアップ活動

歴史館での社会科見学会 学生フォーミュラの支援 二輪セイフティスクール 地域活動への支援
（義援金支援等）

１５年度
ネパール地震支援
台風１８号豪雨被災支援
パキスタン政府への地震支援

１６年度
熊本地震に対する支援
自治体への震災対策支援
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学校への教育支援
（インド）

日本式ものづくり学校（JIM）開校
（インド）

公立学校の建設と改修
（パキスタン）

ビーチ清掃キャンペーン
（パキスタン）

高校奨学金制度
（パキスタン）

工学系学生への奨学金
（パキスタン）

サンゴ礁の植付け活動
（タイ）

台風22号被害に対する寄付活動
（フィリピン）

文化活動への支援
（オーストリア）

障害者支援活動
（フランス）

社会貢献活動
海外での取組み

交通安全における取組
（インド）

水道・公衆衛生での地域支援
（インド）



※このプレゼンテーション資料に記載した将来予想は、 現時点で入手可能な情報及び
仮定に基づき当社が判断したもので、リスクや不確実性を含んでおり、 当社としてそ
の実現を約束する趣旨のものではありません。

※実際には、 様々な要因の変化により大きく異なることがありえますことをご承知おき
下さい。

※実際の業績に影響を及ぼす可能性がある要因には、 主要市場における経済情勢及
び需要の動向、為替相場の変動 （主に米ドル／円相場、 ユーロ／円相場、 インドル
ピー／円相場）などが含まれます。

将来予想に関する注意事項


